
8月4日時点での災害に関する市民支援制度について掲載しています。

詳しい内容については、記載しております各担当窓口へお問い合わせください。

記載している情報については、変更等があった場合、随時更新します。

制度の名称 制度の概要 対象 募集時期

災害家屋への消毒

環境政策課

（23-3098）

災害により被害を受け

た家屋等への消毒
被害を受けた家屋 随時

罹災届出証明書の発行

※罹災証明書とは異な

ります。

防災課

（23-3074）

住家の軽微な破損（雨

樋の破損、瓦の落下）

や倉庫や車庫の破損な

どの被害が生じた場合

にその事実を市長に届

け出たことを証明する

もの（被害の程度を証

明するものではありま

せん）

被害を受けた住家等や

住家以外のものについ

て交付します。

※自治会長または民生

児童委員の証明が必要

です。

※状況がわかる写真の

添付が必要です。

随時

《住宅関連》

対象 募集時期

公営住宅への一時避難

建築住宅課

（23-3315）

住家が火災等で住めな

くなった被災者に利用

可能な公営住宅を提供

することで生活再建を

支援する。

被害を受けた住宅に住

んでいた方

随時

※罹災証明書等の添付

が必要

《ゴミ関連》

支援内容

浸水した家屋に市職員が伺い、消毒作業を行

います。

※無料で行います。

災害廃棄物搬入

手数料免除

環境政策課

（23-3100）

災害により被害を受け

た家財道具等の施設へ

の搬入手数料免除

被害を受けた世帯

※罹災証明書の確認は

免除。

※市職員による現地確

認が必要です。

随時

制度の名称 制度の概要

罹災証明の発行

（水害・住家対応）

税務課　固定資産税係

（23-3051）

住家の被害の程度を証

明します。申請する前

に市職員による被害認

定調査が必要です。被

災写真の撮影をお願い

します。

被災した住家について

罹災証明を発行しま

す。

災害を受けた日から6

か月以内のものに限り

証明します。

※様式は下のQRコー

ドから）

最長１年間

敷金家賃減免

支援内容

全額免除

災害に関する各種支援一覧

《証明書関連》

制度の名称 制度の概要 支援内容 対象 募集時期



《助成金・貸付金》

災害見舞金

防災課

（23-3172）

住家（母屋）が災害で

被害を受けた場合の災

害見舞金

被害を受けた世帯主

随時

※罹災証明書の添付が

必要（様式は下のQR

コードから）

制度の名称 制度の概要 対象 募集時期支援内容

▼全壊、全焼：3万円

▼半壊、半焼：2万円

令和４年度市県民税申

告（雑損控除）

税務課　市民税係

(23-3040)

住宅家財等について災

害による損失を生じた

場合、災害関連支出の

金額がある場合には、

次の金額のうち、いず

れか多い方の金額を所

得控除できる。

住宅家財等について災

害による損失を生じ、

災害関連支出の金額が

ある者

令和４年２月以降

令和３年分所得税の確

定申告（雑損控除）

松江税務署

(0852-21-7711)

住宅家財等について災

害による損失を生じた

場合、災害関連支出の

金額がある場合には、

次の金額のうち、いず

れか多い方の金額を所

得控除できる。

住宅家財等について災

害による損失を生じ、

災害関連支出の金額が

ある者

※所得税の軽減又は免

除との選択

令和３年分確定申告受

付期間

市税（市県民税、固定

資産税、国民健康保険

税など）の徴収猶予

税務課　収納係

(23-3043)

災害による被害で、市

税の納付が困難な場

合、市税の支払いを猶

予する。（申請に当

たっては、事前に納税

相談のうえ、罹災証明

の提示が必要です。）

災害による被害を受け

た個人及び事業所
随時

制度の名称 制度の概要 対象 募集時期

《税関連》

支援内容

所得控除

①（災害損失の額+災害関連支出の額）-年間

所得金額×10％

②災害関連支出の金額-5万円

所得控除

①（災害損失の額+災害関連支出の額）-年間

所得金額×10％

②災害関連支出の金額-5万円

災害援護資金

福祉課

（23-3211）

生活の立て直しに資す

るため、災害援護資金

の貸付けを行う。

住居、家財に相当規模

以上被害を受けた世帯

主（所得制限あり）

随時

安来市被災者生活再建

支援金

福祉課

（23-3211）

自然災害によりその生

活基盤に相当規模以上

の被害を受けた者に対

し、支援金を支給する

ことによりその生活の

再建を支援する。

準半壊以上の住宅に居

住する世帯の世帯主
準備中

貸付限度額　350万円

償還期間　10年

据置期間　３年

利率　保証人あり　無利子

　　　保証人なし　年１％

償還方法　年賦、半年賦又は月賦で元利均等

償還による



県税に関する各種制度

東部県民センター

(0852-32-5632)

自動車税種別割、自動

車税環境性能割、不動

産取得税、法人県民

税、事業税、個人事業

税、狩猟税の減免

外、制度により異な

る。

令和３年７月６日から

の大雨により被害を受

けたもの

令和３年分所得税の確

定申告（災害減免法に

よる所得税の軽減免

除）

松江税務署

(0852-21-7711)

災害により住宅又は家

財につき生じた損害金

額がその住宅又は家財

の時価の50％以上で

ある者で、被害を受け

た年分の所得金額の合

計額が1,000万円以下

であるものは、雑損控

除との選択により、そ

の年分の所得税額の軽

減又は免除を受けるこ

とができる。

災害により住宅又は家

財につき生じた損害金

額がその住宅又は家財

の時価の50％以上で

ある者で、被害を受け

た年分の合計所得金額

が1,000万円以下であ

る者

※雑損控除との選択

令和３年分確定申告受

付期間

その他、国税に関する

各種制度

松江税務署

(0852-21-7711)

制度により異なりま

す。

軽減又は減免

国税庁ホームページ

島根県ホームページ

給付奨学金/貸与奨学

金

独立行政法人日本学生

支援機構（JASSO）

（03-6743-6011）

災害により家計が急変

した場合の給付奨学

金、貸与奨学金

災害により家計が急変

し、奨学金の給付又は

貸与を希望する方

在学している学校を通

じて申し込み

減額返還・返還期限猶

予

独立行政法人日本学生

支援機構（JASSO）

（03-6743-6011）

災害等により奨学金の

返還が困難となった場

合の減額返還・返還期

限猶予

災害等により奨学金の

返還が困難となった方

日本学生支援機構に願

い出

制度の名称 制度の概要 対象 募集時期

減額返還・返還期限猶予

制度の名称 制度の概要 対象 募集時期

ＪＡＳＳＯ災害支援金

独立行政法人日本学生

支援機構（JASSO）

（03-6743-6011）

災害により学生本人や

その生計維持者が住ん

でいる家が床上浸水と

なったりした場合の災

害支援金

災害により学生本人や

その生計維持者が現に

住んでいる家が床上浸

水となったりした方

在学している学校を通

じて申し込み

支援内容

１０万円（返還不要）

《その他》

【NHK】放送受信料

の免除

NHK松江放送局

（0852-32-0702）

令和3年7月1日からの

大雨により被災した方

を対象に、ＮＨＫの放

送受信料の免除を行い

ます。

災害救助法が適用され

た区域内において、半

壊、半焼又は床上浸水

以上の被害を受けた建

物

随時

免除の期間

令和3年7月から8月ま

で（2か月間）

令和3年7月から8月の2か月間分の放送受信料

を免除します。

必要書類：「放送受信料免除申請書」＋「罹

災証明書の写し（コピー）」

支援内容

《奨学金の種類》

給付奨学金、利子なし奨学金、利子付奨学金

《学生向け支援》


